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日本企業のクロスボーダー PMIにおける
成功戦略

CONTENTS Ⅰ　増加するIN-OUT型M&A 
Ⅱ　M&AのタイプとPMIに求められる統合レベル
Ⅲ　日本企業のPMIの失敗要因
Ⅳ　クロスボーダー PMIの成功に向けて

1	 日本企業にとって、M&A（企業合併・買収）を戦略的に活用することはます
ます重要になってきており、特にグローバリゼーションの波を乗り越えるため
の海外企業買収、いわゆる「IN-OUT型M&A」の重要性が増してきている。

2	 しかしながら、IN-OUT型M&Aの経験が少ない日本企業は、必ずしも「クロ
スボーダー（国境を越えた）の統合プロセス（PMI：ポスト・マージャー・イ
ンテグレーション、M&A後の統合、以下、クロスボーダーPMI）」に成功し
ているとはいえず、多くのケースでPMIが長期化している。

3	 IN-OUT型M&Aは、国内企業同士のIN-IN型M&A以上にリスクと不確実性を
内包しており、PMIの統合レベルは、企業体としての被買収企業の自立性と自
社リソース（資源）との調整の必要性──の２つの視点から戦略的に決定すべ
きである。

4	 日本企業の多くのクロスボーダーPMIの事例を見ると、被買収企業である海外
企業に対して配慮しすぎる傾向にあり、PMIの各過程で被買収企業にイニシア
チブを握られ、たとえば業務プロセスやシステムも被買収企業の要望を必要以
上に取り入れ、膨大な統合コストがかかっている事例も多い。

5	 買収において日本企業はイニシアチブを持ち、統合効果をよりスピーディに発
現させるため、買収推進体制の確立、組織末端まで浸透させる戦略コミュニケ
ーションの徹底、被買収企業の重要人材の参画による統合チームの編成、組織
風土・文化統合のためのコミュニケーションプランの実践が求められる。

特集 日本流クロスボーダーPMIの確立　M&Aの真の成功に向けて

要約

青嶋  稔 久保田洋介
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Ⅰ 増加するIN-OUT型M&A

1	 M&A投資金額の過半はIN-OUT型
日本企業が関係するM&A（企業合併・買

収、以下、買収）件数の推移を見ると、1999
年の年間1100件あまりから2006年には2800件
近くへと２倍以上になり、その年でピークを
迎えた（図１）。2007、08年の直近の２年間
は、件数としては微減しているものの、依然
高い水準を維持している。

同じ1999年から2008年の10年間の買収金額
の推移を見ると、さらに特徴的なことがわか
る（図２）。2006年になってから日本企業に
よる海外企業の買収、いわゆる「IN-OUT型
M&A」の占める割合が急増しているのであ
る（ 図 ２ の 部 分 ）。2008年 のIN-OUT型
M&Aの総金額は約７兆5000億円であり、全
体に占める割合は約61％になる。

2009年上期（１〜６月）は金融危機の影響
もあり、総金額は減少傾向にあり、IN-OUT
型M&Aの金額は１兆2000億円強にとどまる
ものの、全体に占める割合は約55％と、依然
高い水準を維持しており、日本企業にとっ
て、海外企業の買収の重要性が増してきてい
ることがわかる。

2	 北米中心から欧州、アジアへ
被買収企業の本社所在地別に買収の金額の

推移を見ると、北米の割合が相対的に低下し
ていることがわかる（図３）。北米に代わっ
て大きく伸びてきた地域が欧州である。これ
は、欧州が「拡大欧州」として中東欧を取り
込んで急速な経済成長を遂げ、それに併せて
日本企業が欧州域内で積極的な買収を行った
結果である。

図1　日本企業のM&A（企業合併・買収）件数の推移
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また、アジア（中国を除く）、オセアニ
ア、中近東・アフリカ、中南米における買収
も増加している。金額比率は欧米が依然高い
が、金融危機によってインド、中国などの新
興国の重要性が増すなか、新興国に対する買
収は今後増加していくだろう。

しかしながら、新興国の企業に対する買収
は、現在のところ積極派と消極派に分かれて
いる。野村総合研究所（NRI）が2009年７、
８月に実施した「クロスボーダーPMIに関す
るアンケート調査」（以下、「クロスボーダー
PMI調査」）においても、「新興国の企業に対
するM&Aは当面実施しない」とする消極派
企業と、「新興国の企業に対するM＆Aが増
加する」とする積極派企業は、それぞれ30％、
33％と拮抗した結果となっている（図４）。

今後、新興国市場の重要性が増すなか、新
興国の企業を対象としたIN-OUT型M&Aを
いかに戦略的に活用していくかが重要となっ
てくる。一般的に、先進諸国に比べて新興国
の企業は、ガバナンス（統治）や経営インフ
ラが未熟な傾向があり、買収後のガバナンス
強化や経営インフラの適合などPMI（ポス
ト・マージャー・インテグレーション、M&A
後の統合）に求められる要素も大きい。

3	 IN-OUT型M&Aの目的
このように多様性を増すIN-OUT型M&A

であるが、日本企業はどのような目的で買収
を実施し、その目的の達成状況はどのようで
あるのだろうか。
「クロスボーダーPMI調査」では、過去５年
間で戦略的に最も重要であったIN-OUT型
M&Aの目的は、「技術の獲得」（25%）、「商
品・サービスの獲得」（23％）、「販売網の獲

得」（21%）で過半を超え、低コスト生産を
実現するためなどの「コスト競争力の獲得」

（８％）、事業の多角化を目的とした「新規事
業の獲得」（５％）はいずれも主な目的とし
ては低い結果となった（図５）。

現実には、複数の目的を持って企業買収を
行っているケースが多く、厳密な区分は難し
いが、重要なのは、「この買収から何を得よ
うとしているのか」を明確にし、買収後にそ
の目的がどの程度達成されているかを評価し
てPDCA（Plan〈計画〉→Do〈行動〉→Check〈検
証〉→Action〈改善〉）サイクルを循環させる
ことである。

4	 技術買収の目的達成の評価は
	 困難

買収目的が何であれ、買収目的の達成状況
は、買収前の当初計画と買収後の実績の差で
ある「予実差」で評価される。IN-OUT型M&A
の中心的な目的である「販売網の獲得」と

「技術の獲得」では、買収目的の達成状況は
どのように異なってくるのだろうか。

販売網の獲得を目的とした買収（以下、販
路買収）は、被買収企業の既存の販売量や顧
客基盤があるために買収の期待効果を定量化
しやすく、技術の獲得を目的とした買収（以
下、技術買収）など他の買収パターンに比べ
て買収計画が下ぶれするリスクは比較的小さ
い傾向にある。たとえば、事務機メーカーが
販路を買収するということは、「顧客に設置
された複写機」という資産を買収することで
もあり、買収価格の算定と期待効果の予測が
比較的やりやすい。買収前後の予実差が大き
くずれるリスクを低く抑えられる傾向にあ
る。
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一方、技術買収は、その目的と期待効果が
不明確になりやすく、買収前と後で社内でも
効果に対する見解がぶれてしまう企業が多
い。「技術融合」という抽象的な目的感のも
と、社内の期待値がぶれ、「何をもって成功
とするか」の合意形成を図りにくい。販路買
収に比べて買収効果を売り上げや利益などの
定量的指標で測定しにくく、非財務指標も含
めて買収目的の達成状況を測定する指標設定
が必要となる。

ある日本企業では、買収後に被買収企業の
外国人経営者と買収目的の測定指標の合意形
成のための委員会を設置し、統合効果を測定
する20数項目について認識統合を図ってい
る。このように、財務指標に加えてプロセス
指標として戦略的KPI（キーパフォーマン
ス・インディケーター、重要業績評価指標）

を合意し、その指標を達成できなかった場合
のコンティンジェンシープラン（代替計画）
まで合意しておくことが理想である。

買収の成否を判断する際、計画との予実差
が一つの基準となるが、買収前のデューデリ
ジェンス（企業価値評価）による計画精度に
は限界があるため、買収後に、買収側・被買
収側企業の経営者が双方で計画を確認し合意
する場を設けることが重要となる。そして、
そのシナジー（相乗効果）創出プランに基づ
いてPMIを進めていくべきである。

Ⅱ	 M&AのタイプとPMIに
	 求められる統合レベル

すべてのIN-OUT型M&Aは、同じレベル
での統合を目指す必要はない。そのようなこ

図4　新興国の企業に対する日本企業のIN-OUT型M&Aの姿勢
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とをしては統合コストが不必要に高くなり、
買収の効果そのものを危うくしてしまう。買
収のタイプに応じて必要な統合レベルを見極
める必要がある。

　
1	 求められる統合レベルへの
	 影響因子 

PMIに求められる統合レベルに影響を与え
る因子は大きく２つある。

１つ目は、自社（買収企業）リソースと被
買収企業のリソースとの調整の必要性がどの
程度あるかという視点である。わかりやすい
例を挙げれば、ある国に新規進出するために
販路を買収する場合と、すでに自社で販路を
有している国で新たに販路を買収する場合と
では、後者のほうが販売チャネルの調整、カ
ニバリ（共食い）防止という観点からPMIの
必要性が高い。

２つ目は、買収した事業の自立性である。
被買収事業の自立性が低ければ、PMIで自社
のリソースを必要部分に投入しなければ、買
収した事業を継続できないことになる。企業
買収ではなく事業買収で、特にバリューチェ
ーン（価値連鎖）がすべて手に入らなかった
り、経営インフラが手に入らなかったりする
場合が多く、自立性の低い状態で買収が完了
する可能性が高い。

たとえば、ある日本メーカーが米国企業か
ら１事業部門の事業譲渡を受けたケースで
は、もともと複数事業が合わさることで競争
優位が生まれ、販売力を維持していたため、
１事業のみを買収しても販売力はついてこな
かった。結果、技術買収に近い形となり、事
業として成立させるためには、自社の販売網
にいかにその技術を活用した製品を載せてい

くかという統合シナリオをあらためて描き直
す必要があった。このように、買収したリソ
ースのみでは事業としての自立性が低い場
合、自社の販売網を活用したり、自社の経営
ノウハウを適用したりと、PMIに求められる
統合レベルも高くなる。

2	 PMIにおける統合レベルの決定
「自社リソースとの調整の必要性」と「被買
収企業の企業体としての自立性」の２軸で買
収をタイプ分けし、PMIの必要性を説明した
ものが図６である。

領域①は、企業体としての被買収企業の自
立性が低く、自社リソースとの調整の必要性
が高い領域であり、PMIに求められるスピー
ドと深さが最も高い次元で求められるタイプ
である。高い技術力は持つが販売力は弱い企
業の買収や、コングロマリット（複合）企業
において他の事業とのシナジーのもとに販売
されてきた商品事業の買収などがこの領域に
該当する。

領域②は、企業体としての被買収企業の自
立性は高いものの、自社リソースとの調整の
必要性が高い領域であり、たとえば、クロス
ボーダーでの同業他社の買収、いわゆる水平
統合型の買収などがこの領域に属する。被買
収企業はそれ単独で一連のバリューチェーン
を有し企業の体をなしているが、規模の経済
性を高めたり、重複機能の効率化を図ったり
するためのPMIが必要とされる領域である。

領域③は、①と同様に、企業体としての被
買収事業の自立性は低いものの、求められる
自社リソースとの調整レベルは低い領域であ
る。たとえば、ある製品の製造部門を買収
し、自社の販売網で当該製品を容易に販売可
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能なケースなどがこの領域に該当する。
領域④は、相対的にPMIの緊急性が最も低

い領域であり、新規事業買収などがここに属
す。また、自社が販売網を持たない国での販
路買収もこの領域の買収といえる。

PMIは、「戦略」「組織」「制度」「業務プロ
セス」「風土・文化」の５つの視点で進めら
れることが必要であり、それぞれの視点で、
どの程度のスピードと、どの程度の深さで統
合（あるいは融合）を行うべきかの見極めが
必要となる。

しかし、日本企業の多くは、PMIの必要性
が高い領域①〜③の買収においても、十分な
スピードと深さを持ったPMIを行えていると
は言い切れない状況である。特に必要以上に
時間をかけすぎてしまっているケースが多
い。

欧州で販路買収をした企業（領域②に属す
る買収を実施した企業）で統合にかかわって
いたある幹部は、PMIを以下のように振り返
っている。「買収は成功だったと今でも思っ
ている。しかし、振り返ると、PMIに10年を
費やしたのは時間がかかりすぎたとも思って
いる」

この企業のように、PMIに必要以上の時間
とコストを費やした日本企業は多い。そもそ
も、PMIすら行っておらず、「権限の委譲」
という名目のもと、被買収企業に対して放任
経営を行っている企業は多いのではないか。

次章から、日本企業のIN-OUT型M&Aに
おけるPMIがなぜ長期化する傾向にあるの
か、なぜ十分な深さの統合ができないのか、
その失敗要因について詳細に見ていきたい。

図6　買収タイプ別のPMIに求められる統合レベル
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の既存販売網で、買収した低価
格品を容易に販売できる場合な
ど）

企業体としての自立性が低く、かつ
自社リソースとのシナジー創出プラ
ンが早期に求められる領域

要求される統合レベル：高

● 技術買収、開発機能の買収
● コングロマリット（複合）企業
からの事業買収（複数事業間で
販売シナジーがあった場合など）

企業買収であり、かつ自社リソース
との重複が小さいため、独立性を維
持しても問題が少ない領域

要求される統合レベル：低

● 自社が展開しない国・地域での
販売会社の買収

● 新規事業としての企業買収

企業体としての自立性は高いが、自
社リソースとの重複解消、シナジー
創出プランが必要な領域

要求される統合レベル：中

● 同業他社との水平統合
● 自社が販売網を持つ地域・国で
の販売会社の買収

例

例

例

例

【領域②】

【領域③】

【領域④】

【領域①】
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Ⅲ	 日本企業のPMIの失敗要因

日 本 企 業 のIN-OUT型M&Aに お い て、
PMIは困難を伴うケースが多い。その理由は
さまざまであるが、

①買収推進体制の不備
②買収目的、シナジー創出プランにおける

合意形成の不足
③被買収企業との戦略コミュニケーション

の不足
④重要な人材の流出
⑤業務プロセス統合の長期化
⑥組織風土や文化の融合におけるコミュケ

ーションの不足
──が挙げられる。
　

1	 買収推進体制の不備
買収およびPMIを成功させるためには、全

社横断的な推進体制が重要となる。本社中心
で考えた事業戦略に基づき買収を実施し、
PMIだけ海外統括会社に推進させた場合など
では失敗に終わるケースが多い。

ある機械メーカーでは、本社の事業部と経
営企画室が描いた事業戦略に基づき買収を推
進したが、その検討過程で海外統括会社が十
分に関与していなかったため、PMIに際し思
い入れを持って踏み込んだ統合が十分にでき
なかった。買収前後で一貫性を持った推進体
制を構築しないと、オーナーシップ（当事者
意識）を持った統合戦略の策定、統合プロセ
スの推進は非常に難しい。

2	 買収目的、シナジー創出プラン
	 における合意形成の不足

PMIの過程で、被買収企業の人材や顧客基

盤、技術などのリソースに関する把握が進む
に伴い、統合チームのメンバーと経営層・事
業部との間で、買収の目的や重要な統合領
域、シナジー創出プランの認識に相違が生じ
てくる。

日本のある機器メーカーが、米国企業から
事業譲渡を受けたケースでは、商品・技術の
獲得を買収の目的とするのか、事業譲渡をし
た米国企業の顧客基盤と営業力を使った営業
面でのシナジーまで獲得することを目的とす
るのか、買収過程で統合チーム（後述）のメ
ンバーと経営層との間で、買収目的やシナジ
ー創出プランに相違が生じた。そこで同社
は、事業売却した米国企業の顧客基盤まで含
めて買収後にシナジーを創出できるよう、米
国企業と共同営業プランを策定し、シナジー
創出プランを描き直すことで買収目的を再度
確認し、統合を進めている。

買収目的を組織内で統一させるためには、
その前提として、目指す事業ポートフォリオ
を中長期で描き、獲得すべき事業領域を明確
化したうえで買収先企業を選定することが必
要となる。本社の経営企画部や事業部が全社
の成長シナリオを明確に描き、獲得すべき事
業や技術領域を明らかにしたうえで、買収戦
略と被買収候補企業を抽出することが必要で
ある。

買収目的について、統合チームのメンバー
と経営者との間で十分な合意形成ができてい
ないと、買収はほとんどのケースで失敗す
る。成長戦略と獲得すべきリソースを明確に
したうえで買収戦略を描くプロセスを進めな
いと、PMIはその目的を見失い、迷走するこ
とになる。

ある化学会社の場合、本社の経営企画部、
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事業部が事業成長シナリオを描き、獲得すべ
き事業とリソースを明確化している。同社は
多くの買収を実施しているが、海外現地法人
の、「案件ありき」から立ち上がった買収案
件で成功しているケースは少ないという。

3	 被買収企業との戦略コミュニ
	 ケーションの不足

被買収企業の経営者、そして末端の従業員
にまで戦略を浸透させ、納得感を醸成するこ
とは容易ではない。

ある精密機器メーカーは、ソリューション
事業と直販力強化のため、海外の販売会社を
買収したが、被買収企業の経営者との間で重
点戦略の合意形成が不十分であったため、売
り上げは増加したものの、当初の買収目的で
あったソリューション事業での成長は実現で
きなかった。原因は、被買収企業の経営者
が、ソリューション事業を利益率の低い事業
と考え事業推進に消極的であったためで、

「戦略の統合」が進まなかったケースであ
る。

戦略の統合においては、被買収企業の経営
層の報償設計のみでは不十分である。戦略を
わかりやすい形で被買収企業の経営者に理解
させ、戦略目標値を共同で策定することによ
って、一方的な戦略目標ではなく、お互いに
納得感の得られる戦略目標を策定することが
必須となる。

4	 重要な人材の流出
買収目的に照らし合わせ、被買収企業で重

要な役割を担っている人材の雇用を維持する
ことは買収の成否を左右する。買収後、文化
的に異なる組織を急激に統合することによっ

て、人材が流出してしまうことがあるからで
ある。

ある米国の調査によれば、買収された企業
の経営幹部の離職率は、買収後１年間は30％
以上になり、その後も10年以上にわたり、買
収がなかった通常の企業に比べ２倍近く高く
続くとレポートされている（図７）。日本企
業による買収では、文化的相違などから、被
買収企業の経営幹部の離職率はさらに高まる
可能性もある。

買収目的、シナジー創出プランを発現させ
るため、重要な部門や人材を明確にし、買収
で強化しようとしている事業において被買収
企業のほうが優れている場合は、被買収企業
の人材を当該事業の責任者に任命するなどの
思い切った人材登用も必要となる。しかしな
がら、十分な組織・人材評価ができない場
合、組織内に影響力を持つ重要な人材の流出
と、それに伴う連鎖的な人材流出が起きるケ
ースが多い。

また、人材維持のため、リテンションボー
ナス（買収後の一定期間継続勤務した後に支

図7　米国企業の経営幹部の離職率
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0

5

10

15

20

25

30

35
％

出所）“The big exit: executive churn in the wake of M&As”Jeffrey A. Krug and Walt
　　　Shill, 2008
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給されるボーナス）を設定したとしても、新
しく融合された組織で働く意義を見出せなけ
れば、優秀な人材は去っていってしまう。ボ
ーナスに依存しない人材維持の仕組みを構築
する必要がある。

5	 業務プロセス統合の長期化
日本企業によるPMIが長期化してしまう大

きな理由として、被買収企業にあまりにも気
を遣ってしまうため、業務プロセスの統合が
進まないケースが多いことが挙げられる。

GE（ゼネラル・エレクトリック）やオラ
クルなどの欧米企業では、買収後の自社の業
務プロセスへの統合は、通常、100日以内な
どの一定期間内で完了させる。オラクルの場
合は、実質60日以内である。

業務プロセスの統合は、特に相手のプロセ
スを尊重するということよりも、買収企業の
業務プロセスにある程度合わせることが必要
となる。そのためには、買収企業が効率的か
つ標準化された業務プロセスを持っているこ
とが前提となるが、日本企業で標準化された
業務プロセスや業務マニュアルを持っている
ケースは非常に少なく、結果的に買収企業と
被買収企業とで第３の標準をつくり込むこと
になるため、多くは長期化してしまう。自社
の業務プロセスを標準化し、マニュアル化し
ておくことが買収での業務統合をスムーズに
するためにも重要となる。

　
6	 組織風土や文化の融合における
	 コミュケーション不足

組織風土や文化が違うことは買収上、避け
られない。特にIN-OUT型M&Aの場合、言
語はもちろん国の違いという点でも文化は異

なるが、組織風土や文化の統合・融合（以
下、組織文化の融合）なくしては、買収によ
る持続的なシナジー創出は困難となる。実
際、IN-OUT型M&Aの経験のある企業の幹
部は、海外企業買収の成否の決め手は、「企
業文化の違いの理解と対応」であったと答え
ている（図８）。

自社にはない技術や事業の買収は、販路買
収と比較し、組織文化の融合の難しさは一層
増す。ある精密機器メーカーは、新規事業領
域と位置づけている戦略商品の開発・製造会
社を買収して開発リソースを獲得した。買収
直後は日本からの委託開発という形を取るこ
とで社内用語などの統一を図りながら、お互
いが同じ言葉でコミュニケーションする場面
を意識的に醸成していった。

販路買収をしたある機器メーカーでは、組
織文化の融合に最も効用があったのは、グロ
ーバルマネジメント会議での戦略商品販売の
成功事例などの情報共有や、戦略とその進捗
状況の共有を通じた共通目的意識の醸成であ
った。また、多くの海外企業を買収している
別の機器メーカーでは、組織文化を融合する
ため、経営者自らが被買収企業を訪問し、報
酬ではなくやりがいが重要であることなど、
同社の価値観や企業理念を伝えることで、組
織文化の融合を図っている。

リコーでは米国販売会社であるレニエワー
ルドワイド（以下、レニエ）買収後の全米マ
ネジメント会議で、米国統括販売会社の
CEO（最高経営責任者）が「ナンバーワン」
というわかりやすい共通目標を掲げ、１つの
目標意識を醸成し、販売シェアの飛躍的向上
に成功している。

異なる組織風土や文化をすり合わせていく
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ためには、トップ自らの理念の伝承や、両社
の社員間の組織・階層レベルでのコミュニケ
ーションプランなどが必要となるが、被買収
企業への遠慮のあまり、踏み込んだ組織文化
の融合を実現しているケースは非常に少な
い。明確なコミュニケーションルールを策定
し、組織文化の融合を進める必要がある。

Ⅳ	 クロスボーダーPMIの
	 成功に向けて

クロスボーダーPMIにおいて、適切なスピ
ードと深い統合を実現するためには、

①買収推進体制の確立
②シナジー創出プランの合意形成
③被買収企業との戦略コミュニケーション

の徹底
④被買収企業のキーマン（重要人材）参画

にする統合チームの編成
⑤異文化コミュニケーションの促進
──が必要となる。

1	 買収推進体制の確立
買収を成功させるためには、日本本社の経

営企画部、経理部、事業部に現地の海外統括
会社を加えてトータルで買収検討チームを編
成し、買収に取り組むことが必要である。ま
た、買収検討段階の目的とシナジー創出プラ
ンをPMIのフェーズ（段階）で実現するため
には、買収前のプロジェクトに参画していた
人材を買収後の統合チームにも参画させ、統
合を引っ張っていかせることが肝要である。

しかし、海外での買収案件の増加に伴い、
事業を理解し、経営に関する知識と経験を有
し、かつ海外駐在経験のある人材となるとそ
う多くの候補はいないため、企業を買収して

図8　クロスボーダーM&Aの成否の決め手

M&Aに先立つビジョン、戦略の明確さ

企業文化の違いの理解と対応

トップのリーダーシップ

マネジメントの仕組み・制度の統合

デューデリジェンス（企業価値評価）の的確さ

意思決定・実行のスピード

買収スキーム（枠組み）の的確さ（合併、出資など）

短期間での目に見える成果

優秀社員の離脱防止プログラム（報酬制度など）

専門性と権限を有する統合推進組織

ステークホルダー（投資家・顧客など）への適切なIR

素早い新経営体制の発表

外部アドバイザーの質

その他

0 10 20 30 40 50 60

注）IR：投資家向け広報
出所）野村総合研究所「クロスボーダー PMIに関するアンケート調査」2009年7、8月

M&A成否の決め手は何だと考えますか（最大3つまでの複数回答）
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も現地で統合を進められる人材が逼迫してい
るという企業は多い。

買収効果を明確に出していくためには、経
営管理、会計・財務、そして事業のプロを、
買収検討およびPMIのプロジェクトチームに
投入していく必要がある。今後、新興国をは
じめとして海外での事業を成長させていくた
めには買収は欠かせない手段であり、このよ
うな買収推進体制をつくることが求められて
いる。

人材は、意識的に育成もしくは獲得してい
く必要があるため、買収検討および統合チー
ムには、できれば若手の人材を投入して買収
プロセスを経験させることが望ましい。優秀
な若手人材が買収プロセスを経験すること
で、次の買収の核となり、買収を引っ張って
いく重要な人材候補となる。優秀な若手を選
定し、事業戦略の策定から買収戦略、統合プ
ロセスを経験させることで内部で育成する
か、外部から経験者を獲得することが必要と
なる。

また、買収推進体制は買収前後の一貫性が
重要となる。買収検討チームのメンバー全員
が被買収企業に移ることは難しいが、買収検
討チームに参画したメンバーが被買収企業の
経営、経理、マーケティング、技術開発な
ど、PMIを推進するうえで重要な役職に就
き、PMI推進を担うことで、オーナーシップ
を持った形でPMIを進めることが可能とな
る。

2	 シナジー創出プランの合意形成
PMIをより迅速かつ効果的に進めるために

は、買収前に買収目的とそのシナジー創出を
明確にしたうえで、重点的に見るべき領域と

重点的に統合していくべき経営資源をデュー
デリジェンスで特定しておく必要がある。

バリューチェーン上で特に重要な領域につ
いては、買収前に重点的にデューデリジェン
スを実施するとともに、買収後はさらに踏み
込んだデューデリジェンスを行うようにしな
いと、ねらっていたシナジー創出を伴うPMI
は進まない。PMIを進める過程で、買収以前
には見えていなかった事実が捉えられること
で、当初想定したシナジー創出プランが異な
ってくることもある。そのため、デューデリ
ジェンスは買収前と買収後の二度実施し、買
収後に統合の進め方とシナジー創出プランを
再度確認することで、経営層と統合チームと
の間で認識をすり合わせることが重要にな
る。

3	 被買収企業との戦略コミュニ
	 ケーションの徹底

被買収企業に戦略目標をわかりやすく伝え
られるか否かが買収の成否を左右する。言語
や文化、経営スタイルが異なる海外企業の経
営者にとって、わかりやすい言葉とツールを
用いて戦略を伝えていくことが必要となる。

レニエを買収した際、リコーは両社の経営
幹部による統合チームを編成し、BSC（バラ
ンス・スコアカード）を活用して、ワークシ
ョップ形式で徹底して議論することで、お互
いに納得感を醸成しながら「戦略マップ」を
策定した（詳細は本特集第２稿、菊田諭、森
沢徹「クロスボーダーPMIにおけるBSCの活
用」を参照）。

戦略目標を「ナンバーワン」というわかり
やすい言葉で表現し、リコー、レニエ、セー
ビン（レニエ同様、リコーが買収した米国販
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売会社）で統合営業改革チームを編成し、
「ワンカンパニー・ワンシステム」（全リコー
北米グループ会社が共通の戦略とプロセスを
実現する）を目標に掲げ、戦略マップから営
業改革のKPIと標準営業プロセスを策定、北
米リコー販売統括会社傘下の全販売会社拠点

（米国リコーグループ販売会社拠点とレニエ
64拠点）に対して導入した。

また、買収したレニエがすでに営業プロセ
ス改革の専門チームを保有していたため、統
合営業改革チームのリーダーの多くをレニエ
から選定することで、買収後のレニエのモチ
ベーションを大きく引き上げた。リコーコー
ポレーション（当時のリコー米州統括販売会
社）のCEO（当時）が、レニエ全米マネジ
メント会議において、レニエの各支店長一人
ひとりに直接、「ナンバーワン」という目標
を説明することで、戦略目標の達成意欲を浸
透させた。この結果、レニエの支店長が自発

的に現場の営業マンに戦略目標や標準営業プ
ロセス、KPIを浸透させるチェーンジエージ
ェントとなったことは、その後のリコーの北
米での飛躍的なシェア拡大に大きく貢献して
いる。

統合営業改革チームは各拠点の毎週の営業
進捗会議に参画しながら、KPIの浸透状況を
確認、戦略目標浸透のために重要なポイント
であるミドルマネジメントに対する教育を粘
り強く展開することで、統合プロセスを進め
ていった。トップ自らがBSCのようなツール
を使って、戦略目標をわかりやすく伝えたこ
と、そしてそれを営業改革という観点から現
場が理解しやすいよう標準営業プロセス、
KPIにまで展開し、買収企業・被買収企業が
共同チームとなって現場に浸透させること
で、戦略目標を末端にまで伝えることが可能
となった。

図9　PMIにおける統合チームの編成例

PMO
（プロジェクト・マネジメント・オフィス）

● 買収企業、被買収企業のトップマネジメントと、下の各統合チームの代表で編成
● 統合戦略についてのメッセージ発信
● 統合進捗上、障害となっている事柄に対する迅速な意思決定

● 統合戦略
● 戦略目標
● KPI
などの提示

PMOサポートオフィス
（経営戦略・管理統合チーム）

● 戦略統合の実施
● 統合プロジェクト全体の進捗管理

各統合チームは、買収企業、被買収企業の各業務で重要な役割を果たしている人材が選定され、リーダーもしく
はメンバーとして参画。各統合チームは各業務プロセスの一般従業員に対して、統合の重要性を現場に浸透させ、
現場でのプロセス改革と統合を行う重要な役割を担う

注）KPI：キーパフォーマンス・インジケーター（業績管理評価指標）、SCM：サプライチェーン・マネジメント

情報システム
統合チーム

統合に対する現場の反
発等障害や進捗状況

人事統合チーム 会計・財務
統合チーム

営業プロセス
改革&統合チーム SCM統合チーム
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4	 被買収企業のキーマン参画による
	 統合チームの編成

買収前後のデューデリジェンスにおいて、
トップマネジメントや会計・財務、人事など
の管理部門、販売や技術などの直接業務のキ
ーマンを被買収企業のなかで把握して選定
し、買収後の統合チームに参画させることが
PMI推進上、重要となる。

そして買収後、経営企画・管理、会計・財
務、情報システム、SCM（サプライチェー
ンマネジメント）、販売など主要業務ごとに
買収企業と被買収企業で統合チームを編成
し、戦略、組織、制度、業務プロセスを統合
することが有効である。被買収企業の各業務
の重要な人材をチームリーダーやメンバーに
登用することで、組織の末端にまで統合の必
要性が伝わるからである。

ある日本企業では、経営管理、会計・財
務、人事、情報システム、SCM、セールス
BPR（ビジネスプロセス・リエンジニアリン
グ：営業プロセス改革）などの領域で、買収
企業と被買収企業の人材を混成させた統合チ
ームを編成し、被買収企業のキーマンをリー
ダーもしくはメンバーとすることで、戦略、
組織、制度、業務プロセスの統合を実施した

（前ページの図９）。被買収企業が優れている
業務領域については、被買収企業の人材を積
極的かつ意識的にチームリーダーに登用する
ことで、統合を共同で進める意識を醸成させ
たのである。

また同社は、両社のトップマネジメント層
と各統合チームの代表者により構成される
PMO（プロジェクト・マネジメント・オフ
ィス）を設置し、それをPMIの進捗状況を月
次で確認する場とした。さらにPMOでは、

PMIを進めるうえでの障害で、かつトップの
意思決定が必要な事項を「決済待ちリスト」
として管理し、統合上の問題を「見える化」
した。それら障害に対する解決策と残る課題
を明示し、PMOでの意思決定を迅速にする
ことで統合プロセスを強力に推進した。

PMOは重要な意思決定機関としてPMIの
コントロールタワーの役割を果たすと同時
に、両社の「共同チーム」としての意識醸成
に大きな役割を果たした。PMOでの決定事
項は、PMOに参画しているリーダーを通じ
て各統合チームのメンバーに浸透し、統合の
必要性を被買収企業の末端にまで理解させる
ことに成功した。

5	 異文化コミュニケーションの促進
被買収企業の重要な人材の流出を中長期的

に抑止するためには、組織風土や文化に配慮
したコミュニケーションプランが必要であ
る。ボーナスプランなど単に金銭的処遇に依
存した形での人材維持はほとんど失敗してい
る。報酬を目的にすると、常に報酬を上げ続
けないかぎり、優秀な人材ほど流出するリス
クが高い。「金の切れ目が縁の切れ目」にな
ってしまうのである。

報酬ではない価値観、働きがい、もしくは
社会への貢献といった企業理念の普及・浸透
が求められる（文化統合の詳細については、
本特集第３稿、正岡幸伸「企業文化統合の成
功の鍵を握るリーダー融合」を参照）。

買収企業側の企業理念を被買収企業の現地
言語化した媒体を配布する企業は多く目にす
るが、その内容を、現地の被買収企業の社員
が真に理解しているケースは少ない。単なる
形式的なビジョンやスローガンの表明ではな
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く、体験や日常行動と結びついたレベルでの
理解・浸透を図る必要がある。

そのために、PMIの過程において、コミュ
ニケーションプランを展開し、衝突を経なが
らも両社の意思疎通の土壌づくりを進めると
ともに、中期的視点から、組織文化を体現す
るリーダークラスの育成と、彼らのグローバ
ルな「絆」づくりも重要になろう。

「NRIクロスボーダーPMIに関するアンケート調査」：
海外企業に対するM&Aを過去10年以内に実施した
日本の上場・非上場企業931社を対象として、郵送
留置法により実施した自主研究調査

●　　実施時期：2009年7月27日〜8月21日
●　　有効回収数：N=75
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